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現職教員の対人関係に課題のある子どもへの意識
―課題のある子どもと周囲の子どもに関するテキスト分析を中心に―
Study on the Issues for children with the Problems  


















































































　本学の 2015 年度更新講習必修領域を受講した 194 名を調査対象とした。回答に不備の見られ
た 3 名を除き 191 名を分析対象とした。男性 27 名（14.1％）、女性 164 名（85.9％）であり、30
歳代 109 名（57.1％）、40 歳代 53 名（27.7％）、50 歳代 29 名（15.2％）であった。勤務先は、
幼稚園等保育者 54 名（27.7％）、小学校教員 102 名（52.3％）、その他 35 名（20.0％）であっ
た。
　調査期間




























ある」と回答した者は 2 名（1.0％）であった。八木（2015）では 186 名中「作成したことが
ある」と回答した者は 87 名（46.8％）、「作成予定である」と回答した者は 6 名（3.2％）であ





NO 項　　　目 人数 %
1 発達障害のある子どもの持つ具体的な課題 27 32.5%
2 発達障害のある子どもへの対応方法 30 36.1%
3 発達障害のある子どもへの授業での指導方法や教材 35 42.2%
4 学級内の他の子どもへの対応方法 29 34.9%
5 発達障害のある子どもの保護者への対応 26 31.3%
6 学級内の他の子どもの保護者への対応方法 21 25.3%
7 発達障害のある子どもの「個別の指導計画」の長期目標の立て方 31 37.3%
8 発達障害のある子どもの「個別の指導計画」の中期目標の立て方 24 28.9%
9 発達障害のある子どもの「個別の指導計画」の短期目標の立て方 21 25.3%
10 発達障害のある子どもの知能検査結果の見方や理解 32 38.6%
11 発達障害のある子どもの知能検査結果の活用方法 35 42.2%
　全体的に 50％以上の選択率の項目はなかった。選択率が高かった項目は、「3．発達障害のあ
る子どもへの授業での指導方法や教材」（35 名：42.2％）と「11．発達障害のある子どもの知
能検査結果の活用方法」（35 名：42.2％）の 2 項目であった。八木（2015）でも「11．発達障
害のある子どもの知能検査結果の活用方法」（47 名：50.5％）と「3．発達障害のある子どもへ






































カテゴリー 出現頻度 カテゴリー 出現頻度 カテゴリー 出現頻度 カテゴリー 出現頻度
ある 46 伝える 34 子ども 80 子ども 58
自分 42 自分 32 ある 49 自分 33
子ども 41 できる 21 周囲 47 周囲 31
暴力 34 ある 20 自分 47 伝える 27
友達 28 気持ち 20 伝える 34 ある 25
気持ち 25 先生 17 課題 24 課題 17
対応 19 子ども 17 理解 19












































であった。この関連図を Fig.4 に示した。Fig.4 より「子ども」から「伝える」、そして「自分」








































































































［付記］本研究結果の一部は、日本発達心理学会第 27 回総会（2016 年 4 月 30 日、於：北海道大学）にお
いて報告し、本論文において加筆修正した。
